
資料３-２

浦安市放課後子ども教室事業運営委託仕様書

（目的）

第１条 この仕様書は、浦安市（以下「委託者」という。）が運営事業者（以下｢受託者｣とい

う。）に委託する放課後子ども教室事業に関し、必要な事項を定め、適正な運営が図られる

ことを目的とする。

（業務委託の内容）

第２条 受託者は、実施する施設を活用し、対象児童が安全に安心して活動できる居場所を設

け、スポーツや文化活動、地域住民との交流活動等の取り組みを行い、心豊かな児童の育成

の支援を行うため、次に掲げる業務を実施するものとする。

（１）学年の異なる児童が交流し、楽しく安全に遊べるように指導し見守ること。

（２）子ども達に様々な体験・学習活動の機会を提供することとし、教室やイベントを開催

すること。

（３）児童の登録に関すること。

（４）当該施設、市及び学校との連絡調整に関すること。

（５）施設の維持管理全般に関すること。

（６）施設内を清潔に保つための日常清掃等に関すること。

（７）児童の事故防止に努め、定期的な用具の点検を行うこと。

（８）怪我や事故、災害などの緊急時の対応に関すること。

（９）利用者等の苦情対応に関すること。

（10）下校時に直接来所する児童の管理に関すること。

（11）昼食時における児童の見守りに関すること。

（12）その他、放課後子ども教室事業の管理運営に関すること。

（13）活動の周知は、毎月のお知らせ等を書面で利用者に周知するとともに、その他必要な

事項があれば、随時通知すること。

（一体的運営）

第３条 受託者は、各小学校地区児童育成クラブ（以下、「クラブ」という。）及び放課

後子ども教室の一体的運営を図る仕組みを、次の通り設けること。

（１） クラブ登録児童及び放課後子ども教室登録児童の受付場所を分け、ランドセル等

を置くロッカーも別々にすること。

（２） クラブ登録児童及び放課後子ども教室登録児童が毎日クラブの児童室（「浦安市

各小学校地区児童育成クラブ運営委託仕様書」第４条（２）の児童室を除く。）または、

放課後子ども教室実施場所で、遊ぶことができるようにすること。

（３） その他、一体的運営にかかわること。

（指導内容）

第４条 遊びを中心に次のことを行うこととする。

（１）当該施設内におけるレクリエーション活動、遊び、その他児童の心身の健康と発育の

向上を図るための交流・助言。

（２）学習活動・体験活動に対する指導、助言。

（３）その他、児童の健全育成に必要とされること。

（開所日等）

第５条 開所日及び開所時間は次に定めるとおりとする。

（１）開所日は、月曜日から土曜日までとする。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和 25 年法

律第178号）に規定する休日及び年末年始（１月２日及び同月３日並びに12月 29日から同月

31 日まで）は除くものとする。

（２）開所時間は、次のとおりとする。ただし、児童の安全に関するような特別の事情がある場

合及び児童の利用状況の実情に合せ、委託者等と調整の上、実施日及び実施時間を変更する

ことができる。



実 施 日 実施時間

月曜から土曜日 下校時～１７時

学校休業日
９時～１７時

（年末年始・日曜日・休日を除く）

（対象児童）

第６条 放課後子ども教室事業の対象者は、原則として実施校に通学する児童、なおかつ参

加を希望する小学生とし、登録申請書を提出させることとする。なお、公民館その他公共

施設で実施する場合については市内全域の小学生を対象とする。

（職員配置等）

第７条 放課後子ども教室事業者は、労働基準法（昭和22年法律第49号）を遵守し、当該施

設ごとにチーフパートナー（業務責任者）及びアシスタントパートナーを適正に配置して

実施すること。チーフパートナーが不在となる場合は、チーフパートナー代理を配置するこ

と。

（１）平日は、チーフパートナー又はチーフパートナー代理、アシスタントパートナーを配置

すること。年末年始・日曜祝祭日を除く学校休業日は、チーフパートナー又はチーフパー

トナー代理及びアシスタントパートナー３人を配置すること。これらを原則とし、児童の

来所状況・活動内容などに配慮し適正に人員を配置すること。なお、地域ボランティア

を積極的に活用すること。

（２）運営に従事するものは、その業務に相応しい服装を着用し、利用者に不快感を与えな

いよう心がけること。

（関係書類の整備）

第８条 受託者は、実施施設等において、業務委託に関連する書類、日誌その他関係書類を

整備し、業務委託終了後から５年間保存しなければならない。

（備付簿冊）

第９条 当該施設には、次の簿冊を備え付けるものとする。

（１）児童出席表（受付簿）

（２）備品台帳

（３）指導日誌

（４）登録申請書

（５）その他、必要な簿冊

（施設・設備）

第 10 条 放課後子ども教室事業に要する施設・設備については、委託者と受託者が協議の上、

委託者が提供するものとする。

（備品）

第 11 条 放課後子ども教室事業に要する備品については、管理運営上必要とするものは委託

者が提供するものとする。

（管理物品）

第 12 条 施設内における使用物品について適正に管理することとする。

（１）備品等の保守管理

① 施設の運営に必要な備品の管理を行うこと。

② 備品台帳を作成し管理を行うこと。

③ 経年劣化、故意でない事故を除く破損及び滅失等した場合は受託者が同等のものを

もって補充すること

（２）消耗品の管理

施設の運営に必要な消耗品は適宜受託者が購入・管理を行い、不具合の生じたものに関

しては随時更新すること。



（提出書類）

第 13 条 受託者は契約締結後速やかに各職員の一覧表及び履歴書を提出すること。

（例月報告）

第 14 条 次にあげるものについて毎月速やかに報告し、必要な文書を提出すること。

(1) 前月の児童利用者数

(2) 当該月のパートナー勤務予定表

(3) 当該月に配布した周知の書面

(4) その他委託者が必要とするもの

（実績報告）

第 15 条 受託者は、各年度の終了の日から１か月以内に、年度事業実績報告書を委託者に提

出しなければならない

（勤務規則）

第 16 条 チーフパートナー、アシスタントパートナーの勤務については、就業規則を定め適

正な業務を行うこととする。

（リスク分担）

第 17 条 事故や災害などによる、施設設備の破損や利用者（第三者）への責任については、

その原因が自然災害や施設の不備があった場合は委託者の責任に、管理運営が原因の場合

は、受託者の責任とする。但し、自然災害や施設の瑕疵があった場合でも、受託者が通常

の管理を行っていれば、事前に防げた場合や対応に不備があった場合などは、受託者にも

責任が生じることとする。

（１）原因が第三者や複雑な場合などは、個々の事案により、双方で協議することとする。

（２）施設に起因する事故、災害については、原因により受託者の責任となる場合があるの

で、必ず賠償保険に加入するとともに、利用者への傷害保険等についても同様とする。

（３）傷害保険は、死亡 100 万円、通院 1日 750 円、入院 1日 500 円以上のものであること、

また、施設賠償責任保険は、１名限度額１億円、１事故５億円以上のものであること。

（緊急連絡）

第 18 条 気象警報や不審者情報等を速やかに受信するため、携帯電話・タブレット等を用意

し、委託者からの一斉メールや市からのお知らせを受信できるようにすること。

（緊急措置）

第 19 条 活動中の事故または疾病等の理由により活動に支障があると認めた場合には、保護

者へ連絡するなど適切な措置を講じるとともに、直ちに委託者に報告しなければならない。

報告後速やかに事故報告書を提出すること。


